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Past study had proposed a design method for base isolated 
structure considering tensile strain. Therefore, this paper 
proposes a method to predict the tensile strain of laminated rubber 
bearings and the moment of beams due to superimposed horizontal 
and vertical responses using constant energy rule. This proposed 
method considers that the tensile modulus of rubber bearing is 
lower than its compression modulus.  
 
 
 

．はじめに 
近年，免震建物の高層化や形態の多様化から，積層ゴムに生じる引

抜きが重要な課題となっている。その中で森らは積層ゴムの引張限

界を引張歪みで規定する手法を提案している 1)。設計の際にこの手法

を用いるためには 水平方向と上下方向の地震動によって積層ゴム

に生じる引張歪みを正しく評価する必要がある。

積層ゴムに生じる引抜きを評価するためには 水平と上下を同時

に入力して解析をすることが望ましい。しかし 上下方向の固有周

期は水平方向のものよりも極めて短いため，剛性比例減衰を用いた

解析を行うと上下方向の減衰は過大に評価される。さらに， 積層ゴ

ムは圧縮側に比べて引張側では弾性率が低くなるという非線形の特

性を示す 2)。水平方向だけでなく上下方向でも同時に非線形解析を行

う必要があり 高度な解析技術が必要となる。積層ゴムの歪みは減

衰の設定や 非線形特性の影響を大きく受けるため 詳細な検討が

必要となる。

そこで 既往の研究では 水平方向と上下方向の地震動に対して

個別に解析して それらの応答を重ね合わせる方法 3)-7)が数多く提案

されている。しかし 前述した圧縮弾性率に対し引張弾性率が低く

なる特性は考慮されていない。筆者らは積層ゴムの引張弾性率が圧

縮弾性率より低くなることを考慮すると 上述した重ね合わせ手法

では積層ゴムの引張歪みを危険側で評価してしまうことを示した 8)。

加えて 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなること

が上部構造の応答にどのような影響を及ぼすかの検討を行った 9)。そ

の結果 上部構造の加速度および層間変形等の最大応答への影響は

小さいが 引抜き時の応力再配分により引抜けた積層ゴム周辺の基

礎梁の曲げモーメントが大きくなることを確認した 9)。そのため 積

層ゴムの引張限界を引張歪みで規定して免震建物の設計を行う際に

は積層ゴム引抜き時の基礎梁の曲げモーメントについても検討する

必要がある。

以上を踏まえて本報の目的は 免震建物に水平上下 2 方向入力し

た際の積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなることを

考慮した水平上下応答値の重ね合わせによる積層ゴムの引張歪みの

推定手法および積層ゴム引抜き時の基礎梁の曲げモーメントの推定

手法を提案することである。

以下に 本報の構成について述べる。はじめに 積層ゴムの圧縮

弾性率が引張弾性率と等しい場合および引張弾性率が圧縮弾性率に

対して低い場合に 水平上下単独入力の結果を時刻歴上で足し合わ

せる手法 以下 時刻歴和法 によって積層ゴムの引張歪みおよび基

礎梁の曲げモーメントが評価できるかを確認する。その後 引張弾

性率が圧縮弾性率に対して低い場合に水平上下それぞれの時刻歴解

析結果から，積層ゴムの引張歪みにエネルギー一定則 10), 11)の考えを

準用して推定する手法を提案する。最後に その結果を用いて基礎

梁の曲げモーメントの推定手法を提案する。
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．検討用モデルおよび地震動の概要 
 上部構造の設計

対象建物は, 地上 24 階, 高さ 96.0 m, 長辺方向 32.0 m, 短辺方向 
24.0 m, 搭状比 4.0 の鉄骨造免震建物とした。基準階伏図と X1, X6 通

り軸組図を図 1 に示す。上部部材は SM490 材を用い, C0 = 0.2 の水平

地震力に対する許容応力度計算を基に断面を定めた。上部構造の 1 次

固有周期は X 方向：2.48 s, Y 方向：2.52 s である。上部構造は弾性体

とし, 免震建物の水平と上下の固有周期の相違に影響を受けない h = 

2%の定値減衰として検討を行う。解析時間刻みは 1/1,000 s とする。 

 免震層の概要

図 2 に積層ゴムの配置を 図 3 にダンパーの配置を示す。免震層

は 天然ゴム系積層ゴム 12)と履歴減衰型ダンパー 13)で構成されてい

る。天然ゴム系積層ゴムは せん断弾性係数 G = 0.392 N/mm2, 2 次形

状係数 S2 = 5.0 とし 柱の長期軸力に対する面圧が 10~15 N/mm2と

なるようにゴム径 φ を定め 各柱下に配置した。履歴減衰型ダンパ

ーは 初期剛性 19.2 kN/mm, 降伏荷重 608 kN, 降伏変位 31.7 mm の

U 型ダンパーを用いて 建物総重量の約 2.5 %で降伏するよう設定し

た。せん断歪み 250 %時の免震建物の固有周期は X 方向：4.38 s, Y 方

向：4.40 s である。

積層ゴムの鉛直方向の引張特性には 2 つのタイプを用いて比較を

行う。図 4 に面圧  ‐ ひずみ 関係を示す。Type-0 は 圧縮側と

引張側で弾性率 Kv を同一としたモデルである。Type-1 は 森ら 1)が

提案している引張弾性率を圧縮弾性率の 1/50 とした非線形弾性の復

元力特性である。なお 積層ゴムの引張側でバイリニア型の復元力

特性となる場合および圧縮弾性率に対する引張弾性率の比率を変化

させた際の検討は文献 14）で報告する。 
 検討用地震動 

本報では, 水平 45 度方向と上下の 2 方向入力を用いる。検討には

コーナー周期(0.64 s)以降で擬似速度応答スペクトルを一定とした模

擬波 2 つと, 観測波 2 つの計 4 つの波を用いる。模擬波における上

下動は文献 15)の方法により水平動の応答スペクトルに上下動成分

係数を乗じて上下動の応答スペクトルを設定した。摸擬波の位相特

性は, 1995 年兵庫県南部地震‐神戸海洋気象台記録(JMA Kobe)の NS

成分と UD 成分, 1968 年の十勝沖地震(Hachinohe)の EW 成分と UD 成

分を用いた。以降, JMA Kobe の位相を用いた模擬地震を Art Kobe, 

Hachinohe の位相を用いた模擬地震を Art Hachi と呼ぶ。観測波には

1995 年兵庫県南部地震‐神戸海洋気象台記録(JMA Kobe)の NS 成分

と UD 成分, 1940 年の El Centro 地震の EW成分と UD 成分を用いる。

以降, JMA Kobe, El Centro と呼ぶ。図 5 に, 擬似速度応答スペクトル

(h=5%)と時刻歴波形を示す。ここでは例として, 模擬波は NS 成分, 
EW 成分のコーナー周期以降を pSv = 80 cm/s, 観測波は最大速度を

Vmax = 50 cm/s とした際の結果を示す。 
以降の検討では 積層ゴムの隅角部の積層ゴムのみが引抜け 最

大引張歪みが 5 %以下となるように定数倍した地震動を入力波とし

て用いており 2 箇所以上の積層ゴムが同時に引抜ける際の検討は

文献 16）で報告する

図 4 鉛直方向の面圧 ‐ ひずみ 関係
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図 5 入力動の 上 擬似速度応答スペクトルと 下 時刻歴波形 
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．積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率と等しい場合における検討

本章では積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率と等しい場合(Type-

0)での水平上下の時刻歴和法を検討する。はじめに, 積層ゴムの引張

歪みにおいて時刻歴和法と水平上下同時入力時の積層ゴムの引張歪

みを比較する。その後 積層ゴムの引張歪みが最大となるときの基

礎梁の曲げモーメントについて検討する。 
 積層ゴムの引張歪みの検討

時刻歴和法による𝑛𝑛ステップの積層ゴムの引張歪み𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

を式(1)より

算出する。 
𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛) = 𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

𝑋𝑋,𝑌𝑌
 + 𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛)
𝑍𝑍
 + 𝜀𝜀0

 
𝑍𝑍
 

ここで 𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

𝑋𝑋,𝑌𝑌
  𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛)
𝑍𝑍
 はそれぞれ水平方向単独, 上下方向単独を入

力した解析の変動歪み, 𝜀𝜀0
 

𝑍𝑍
 は長期荷重による鉛直歪みとする。 

図 6 に引張歪みが最も大きくなった X1-Y1(図 2)の位置における, 

時刻歴和法より算出した積層ゴムの歪み𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

の時刻歴と, 水平上下同

時入力した際の積層ゴムの歪み𝜀𝜀 
(𝑛𝑛)の時刻歴を示す。図より, 積層ゴ

ムの引張弾性率が圧縮弾性率と等しい場合(Type-0)は 時刻歴和法

によって水平上下同時入力時における積層ゴムの引張歪みを評価で

きることが確認できる。

 基礎梁の曲げモーメントの検討

積層ゴムの引張歪みが最大となったステップの基礎梁の曲げモー

メントを比較する。以降の検討では, 引張歪みが生じた積層ゴム直上

の梁 X1 通りと Y1 通りの基礎梁の曲げモーメントを検討する。 

時刻歴和法より算出する曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒は, 式(1)の引張歪み

𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

が最大となるステップ𝑛𝑛´における曲げモーメントを用いて算出す

る(式(2))。 

𝑀𝑀𝑒𝑒
(𝑛𝑛´) = 𝑀𝑀𝑒𝑒

(𝑛𝑛´)
𝑋𝑋,𝑌𝑌

 + 𝑀𝑀𝑒𝑒
(𝑛𝑛´)

𝑍𝑍
 + 𝑀𝑀0

 
𝑍𝑍
 

ここで, 𝑀𝑀𝑒𝑒
(𝑛𝑛´)

𝑋𝑋,𝑌𝑌
 , 𝑀𝑀𝑒𝑒

(𝑛𝑛´)
𝑍𝑍
 はそれぞれ水平方向単独, 上下方向単独を入

力した解析の基礎梁の曲げモーメント, 𝑀𝑀0
 

𝑍𝑍
 は長期荷重による基礎

梁の曲げモーメントである。 

図 7, 8 に, 時刻歴和法(式(2))より算出した X1 および Y1 通りにお

ける基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒と, 水平上下同時入力した際の基礎

梁の曲げモーメント𝑀𝑀 を示す。図 7, 8 より, 積層ゴムの引張弾性率が

圧縮弾性率と等しい場合 Type-0 は 時刻歴和法によって水平上下

同時入力による基礎梁の曲げモーメントを評価できることが分かる。

．積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対し低くなる場合の検討

前章では 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率と等しい場合

(Type-0)に時刻歴和法を用いることで積層ゴムの引張歪みおよび基

礎梁の曲げモーメントを評価できることを示した。本章では 積層ゴ

ムの引張弾性率が圧縮弾性率より低くなる場合(Type-1)においても

時刻歴和法によって積層ゴムの引張歪みおよび基礎梁の曲げモーメ

ントを評価できるかを検討する。

 積層ゴムの引張歪みの検討

図 9 に, 積層ゴムの引張弾性率を Type-1 とした場合での時刻歴和

法より算出した積層ゴムの歪み𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

と, 水平上下同時入力での積層ゴ

ムの歪み𝜀𝜀 
(𝑛𝑛)の時刻歴を示す。図 10 に, 水平方向と上下方向に地震動

を単独入力させた際での積層ゴムの歪みの時刻歴を示す。図 9 より, 

引張歪み発生時に𝜀𝜀 
(𝑛𝑛)が𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛)
よりも大きいことが確認され, 積層ゴム

の引張弾性率が圧縮弾性率より低くなる場合には時刻歴和法によっ

て積層ゴムの引張歪みを評価できないことが確認できる。この要因

としては 水平上下同時入力では, 積層ゴム引抜き後に引張弾性率

が低くなることで引張歪みが大きくなるが, 図 10 に示すように, 水
平および上下の単独入力では大部分で引抜きが生じていない。もし

くは, 生じていても小さい値となっているためである。つまり, 積層

ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率より低くなる場合, 時刻歴和法で算

出した積層ゴムの引張歪みは危険側の評価となる。 

(a) Art Kobe 

図 8 Y1 通り基礎梁の曲げモーメント 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

(b) Art Hachi 

図 7 X1 通り基礎梁の曲げモーメント 

(d) El Centro 

(d) El Centro 

(c) JMA Kobe 

(c) JMA Kobe 

(1) 

(2) 

図 6 積層ゴムの引張歪みの時刻歴 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

(d) El Centro (c) JMA Kobe 

𝑛𝑛´ 𝑛𝑛´ 

𝑛𝑛´ 𝑛𝑛´ 
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 基礎梁の曲げモーメントの検討

前章と同様に 積層ゴムの引張歪みが最大となったステップでの

基礎梁の曲げモーメントを比較する。図 11, 12 に, X1 および Y1 通り

の時刻歴和法(式(2))より算出した基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒
 と, 水

平上下同時入力をした際の基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀 
 を示す。図 11, 

12 より 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低い場合

(Type-1) 時刻歴和法では水平上下同時入力による基礎梁の曲げモ

ーメントを評価できないことが確認できる。特に引張歪みが生じた

積層ゴム直上の Y1-Y2, X1-X2 の基礎梁では曲げモーメントに大きな

差が生じていることが分かる。この要因は, 時刻歴和法において積層

ゴム引抜き時の応力再配分により基礎梁に生じる曲げモーメントを

考慮することができていないためである。 

．エネルギー一定則を用いた引張歪みの推定

１ 引張歪みの推定方法

既往の研究 10), 11)より 比較的短周期の範囲での弾塑性系の地震応

答では 短周期領域において弾性系と弾塑性系のエネルギーは降伏

力に関わらずほぼ等しいとされている エネルギー一定則 。本報で

はエネルギー一定則を準用した Type-1 における引張歪みの推定手法

を提案する。以下に提案する推定手法について述べる(図 13)。 

はじめに, Type-0 を用いて水平方向, 上下方向単独での時刻歴解析

を行う。次に Type-0 での水平上下単独入力による 𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

𝑋𝑋,𝑌𝑌
 𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛)
𝑍𝑍
 長

期歪み 𝜀𝜀0
 

𝑍𝑍
 を用いて(1)式より引張歪み𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛)
を求める。Type-0 における

積層ゴムの鉛直方向の弾性歪みエネルギーと 引張弾性率が圧縮弾

性率より低い Type-1 の弾性歪みエネルギーが等しくなるように(図

14), 引張歪み𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

を算出する(式(3))。

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

図 11 X1 通り基礎梁の曲げモーメント 
(d) El Centro (c) JMA Kobe 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

図 12 Y1 通り基礎梁の曲げモーメント 

(d) El Centro (c) JMA Kobe 

図 10 各方向単独入力時の積層ゴムの引張歪みの時刻歴 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

(d) El Centro (c) JMA Kobe 

図 13 Type-1 におけるエネルギー一定則

による引張歪み𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒
(𝑛𝑛)

の算出手順

次のステップへ

による水平上下単独解析

図 9 積層ゴムの引張歪みの時刻歴 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

(d) El Centro (c) JMA Kobe 
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{ 
 
  

𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑛𝑛) = 𝜀𝜀𝑒𝑒(𝑛𝑛)

𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑛𝑛) = 𝜀𝜀𝑒𝑒(𝑛𝑛)√
1
𝛼𝛼

ここで αは引張弾性率の圧縮弾性率に対する低下率であり, 前章

までと同様に Type-1 では α = 1/50 とする。 

その後, 次のステップへ進み同じ手順をくり返す。

 積層ゴムの引張歪みの検討

図 15 にエネルギー一定則によって算出した積層ゴムの歪み𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑛𝑛)と
水平上下同時入力での積層ゴムの歪み𝜀𝜀 (𝑛𝑛)の時刻歴波形を示す。図 15
より, エネルギー一定則によって算出した歪み𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑛𝑛)は, 𝜀𝜀 (𝑛𝑛)と良い対

応を示していることが分かる。図 16 に, 入力地震動のレベルを変化

させた場合において, Type-1 を用いた水平上下同時入力時における

積層ゴムの引張歪みの最大値𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 と, Type-0 を用いたエネルギー一

定則により算出した引張歪みの最大値𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 の比較を示す。図 16 よ

り, いずれの地震動やレベルにおいても, 𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒,𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 は𝜀𝜀𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 に対して良い

対応を示していることが確認できる。 

以上より, Type-0 による水平, 上下方向の単独での解析結果を用

いて, エネルギー一定則(式(3))より積層ゴムの引張歪みを算出すれ

ば, 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率より低くなる場合(Type-1)に

おいても良い対応を示すことを確認した。 

．強制変位を用いた基礎梁の曲げモーメントの推定

基礎梁の曲げモーメントの推定方法

以下に 積層ゴム引抜き時の応力再配分を考慮した基礎梁の曲げ

モーメントを推定する手順について述べる。まず, 式(2)に示した時

刻歴和法より算出した最大引張歪み発生ステップ𝑛𝑛´における Type-0

での基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒を算出する。次に, 積層ゴムのゴム

総厚ℎ𝑅𝑅を用いて式(4)より求めた強制変位∆𝑢𝑢 を算出する。 
∆𝑢𝑢 = (𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒(𝑛𝑛´) − 𝜀𝜀𝑒𝑒(𝑛𝑛´))ℎ𝑅𝑅 

引抜きが生じた積層ゴムの部分の節点(図 17)に∆𝑢𝑢 を強制変位として

与える。最後に∆𝑢𝑢 を与えた際に基礎梁に生じる曲げモーメント𝑀𝑀𝑓𝑓を
𝑀𝑀𝑒𝑒に足し合わせることで, 積層ゴム引抜き時の応力再配分を考慮し

た基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒𝑒𝑒を推定する(式(5))。 
𝑀𝑀𝑒𝑒𝑒𝑒 =  𝑀𝑀𝑒𝑒 +𝑀𝑀𝑓𝑓 

以降, 強制変位手法と呼ぶ。図 18 に例として Type-1 において Art 

Kobe 入力時の結果より算出した強制変位∆𝑢𝑢 を引抜きが生じた積層

ゴムの位置(X1-Y1)に与えた場合の基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑓𝑓を示

す。図 18 より 引抜きによる強制変位によって Y2 および X2 通り

だけでなく Y3 および X3 通りまで影響を受けていることが確認で

きる。 

 基礎梁の曲げモーメントの検討

図 19, 20 に X1 および Y1 通りの梁における強制変位手法より算

出した基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒𝑒𝑒と, 水平上下同時入力をした際の

基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀 を示す。図 19, 20 より強制変位手法より

算出した基礎梁の曲げモーメント𝑀𝑀𝑒𝑒𝑒𝑒は積層ゴムの引張歪み発生時

に応力再配分により基礎梁に生じる曲げモーメントを評価できてい

ることが確認できる。特に, 時刻歴和法(式(2))では評価できなかっ

た引張歪みが生じた積層ゴム直上の基礎梁においても(図 10, 11), エ

ネルギー一定則から算出した強制変位∆𝑢𝑢 を与えた際の曲げモーメン

トを加えることで評価できる。 

図 14 エネルギー一定則の概要 

Type-0 

Type-1 

𝜀𝜀𝑒𝑒𝑞𝑞
(𝑛𝑛) 𝜀𝜀𝑒𝑒

(𝑛𝑛) 

αKv 

σ

ε
K v

引張

圧縮

𝜀𝜀𝑒𝑒
(𝑛𝑛) 

𝜀𝜀𝑒𝑒𝑒𝑒
(𝑛𝑛) 

＝ 

図 17 強制変位の概要 

)

∆𝑢𝑢  
X1

X4

X2
X3

X5
X6 Y1

Y2
Y3

Y4
X1 

X2 

(4) 

(5) 

(a) X1 通り (b) Y1 通り 

図 18 Art Kobe 入力時の結果より算出した強制変位を与えた 

基礎梁の曲げモーメント 

図 15 積層ゴムの引張歪みの時刻歴 

(a) Art Kobe (b) Art Hachi 

(d) El Centro (c) JMA Kobe 

(𝜀𝜀𝑒𝑒(𝑛𝑛) ≥ 0) 
(3) 

(𝜀𝜀𝑒𝑒(𝑛𝑛) ≤ 0) 

図 16 積層ゴムの最大引張歪みの比較
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以上より, 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなる

場合の基礎梁の曲げモーメントを，時刻歴和法から算出した曲げモ

ーメントと エネルギー一定則から算出した引張歪みを強制変位と

して与えた解析の曲げモーメントとの和で算出できることを示した。

ただし, 本報では隣り合う積層ゴムが同時に引抜けない応答レベル

を本手法の適用範囲としている。2 箇所以上の積層ゴムが同時に引抜

ける際の検討は文献 16）で報告する。

 
．まとめ

本報では，免震建物に水平上下 2 方向入力した際の積層ゴムの引

張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなる場合にエネルギー一定則を

用いた水平上下応答の重ね合わせによる積層ゴム引張歪みの推定手

法を提案した。さらに引抜き時の応力再配分を考慮した基礎梁の曲

げモーメントを推定する手法を示した。以下に得られた知見を示す。 

(1) 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなる場合

水平方向と上下方向に対して個別に解析した 2 つの解析結果を

時刻歴上で足し合わせる方法では 積層ゴムの引張歪み及び

基礎梁の曲げモーメントは評価することができない。

(2) 引張弾性率と圧縮弾性率が等しいモデルの水平方向および上

下方向の 2 つの時刻歴解析結果の和から，エネルギー一定則を

用いることで積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低

くなる場合での引張歪みを概ね評価することができる。

(3) 積層ゴムの引張弾性率が圧縮弾性率に対して低くなる場合の

基礎梁の曲げモーメントを，時刻歴和法から算出した曲げモー

メントと エネルギー一定則から算出した引張歪みを強制変

位として与えた解析の曲げモーメントとの和で算出できる。

本手法を用いることで 水平と上下に独立した減衰を設定して検

討を行うことができる。さらに引張弾性率が圧縮弾性率より低くな

る場合においても 引張弾性率と圧縮弾性率を等しくした弾性解析

により 上下応答の検討が行えることは大きな利点である。ただし

本報は森ら 1)の提案した積層ゴムは引張弾性率を圧縮弾性率の 1/50

とした非線形弾性の復元力特性であり 隣り合う積層ゴムが同時に

引抜けない応答レベルを本手法の適用範囲としている。積層ゴムの

引張側でバイリニア型の復元力特性となる場合および圧縮弾性率に

対する引張弾性率の比率を変化させた際の検討は文献 14）で, 2 箇所

以上の積層ゴムが同時に引抜ける際の検討は文献 16）で報告する。
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